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四 半 期 報 告 書 

 
１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用

電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁を付して

出力・印刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四半期

レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書を末尾に

綴じ込んでおります。 
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連結経営指標等 

  

 
(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。 

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第50期 

第２四半期連結
累計期間

第51期
第２四半期連結

累計期間

第50期
第２四半期連結

会計期間

第51期 
第２四半期連結 

会計期間
第50期

会計期間

自  平成21年
     ４月１日
至  平成22年 
     ９月30日

自 平成22年
     ４月１日
至  平成23年 
     ９月30日

自 平成21年
     ７月１日
至  平成22年 
     ９月30日

自 平成22年 
     ７月１日 
至  平成23年 
     ９月30日

自  平成21年
     ４月１日
至  平成22年 
     ３月31日

売上高 (千円) 11,040,265 10,372,762 5,994,370 5,199,948 22,176,754

経常利益 (千円) 963,156 382,819 600,220 119,705 1,679,798

四半期(当期)純利益 (千円) 666,643 338,600 437,384 48,903 928,572

純資産額 (千円) ― ― 11,267,194 11,233,908 11,699,176

総資産額 (千円) ― ― 20,751,342 18,984,497 20,961,974

１株当たり純資産額 (円) ― ― 1,451.93 1,449.62 1,504.49

１株当たり四半期 
(当期)純利益金額

(円) 89.72 45.84 59.09 6.62 125.26

潜在株式調整後 
１株当たり四半期 
(当期)純利益金額

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) ― ― 51.75 56.22 53.08

営業活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) 1,811,590 905,319 ― ― 3,134,250

投資活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △593,326 △776,522 ― ― △1,072,842

財務活動による 
キャッシュ・フロー

(千円) △998,389 △538,849 ― ― △1,223,442

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高

(千円) ― ― 2,552,112 2,614,392 3,211,515

従業員数 (名) ― ― 3,856 5,202 4,383
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当第２四半期連結会計期間において、当社及び当社の関係会社において営まれている事業の内容に重要

な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

平成22年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出

向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員（パートタイマー）の当第２四半期連結会計期間の平均雇用人員であ

ります。 

  

平成22年９月30日現在 

 
(注) １ 従業員数は、当社から当社外への出向者を除き、当社外から当社への出向者を含む就業人員であります。 

２ 従業員数欄の（外書）は、臨時従業員（パートタイマー）の当第２四半期会計期間の平均雇用人員でありま

す。 

  

  

２ 【事業の内容】

３ 【関係会社の状況】

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

従業員数(名)
5,202
(156)

(2) 提出会社の状況

従業員数(名)
265
(36)
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当第２四半期連結会計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 金額は、販売価格によっております。 

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

当第２四半期連結会計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
  

第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

(1) 生産実績

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％)

プラスチック成形事業 4,359,152 ─

精密プレス部品事業 781,843 ─

プリント基板事業 65,919 ─

合計 5,206,915 ─

(2) 受注実績

セグメントの名称 受注高(千円)
前年同四半期比

(％)
受注残高(千円)

前年同四半期比
(％)

プラスチック成形事業 4,059,065 △26.5 2,071,528 ─

精密プレス部品事業 831,691 11.6 183,821 ─

プリント基板事業 68,781 0.7 8,463 ─

合計 4,959,538 △21.7 2,263,812 ─
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当第２四半期連結会計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 
  

 
(注) １ セグメント間取引については、相殺消去しております。 

２ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 
  

 
  

３ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

当第２四半期連結会計期間における、本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書

に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

(3) 販売実績

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％)

プラスチック成形事業 4,355,985 ─

精密プレス部品事業 780,468 ─

プリント基板事業 63,494 ─

合計 5,199,948 ─

相手先
前第２四半期連結会計期間 当第２四半期連結会計期間

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％)

ソニーイーエムシーエス㈱ 2,145,131 35.8 1,152,668 22.2

㈱デンソー 601,982 10.0 587,145 11.3

２ 【事業等のリスク】

３ 【経営上の重要な契約等】
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文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）

が判断したものであります。 

  

（１）経営成績の分析 

当第２四半期における経済情勢は、海外におきましては、中国をはじめとするアジア経済は順調

な拡大基調を続けておりますが、欧米では、依然高い失業率などを背景に景気動向は、依然厳しい

状況が続いております。日本におきましても、デフレ、円高の進行の影響等により、景気回復速度

は大幅に弱まりました。当社グループの業績につきましては、主力製品でありますデジタルカメ

ラ、ビデオカメラ等のデジタル家電分野、ＥＴＣ車載器をはじめとする自動車関連機器部品、その

他プリンター部品、ゲーム機器部品等の受注につきましては、当初の予想どおり順調に推移いたし

ました。 

このような情勢のなか、当社グループの売上高は、プラスチック成形事業のうち主力製品であり

ますデジタルカメラおよびビデオカメラ等のＡＶ関連部品につきましては、新機種製品の受注減に

より前年同四半期比52.9%の減少となりました。また、自動車関連機器部品につきましてはエアコ

ン部品、ＥＴＣ車載器および一部車種の受注増により前年同四半期比3.0%の増加となりました。ま

た、精密プレス部品事業につきましては、カメラ関係部品が横ばいに推移し前年同四半期比1.6％

減、プリント基板事業につきましては、受注の減少により11.7%減となりました。この結果、連結

売上高は前年同四半期に比べ13.3%減の51億９千９百万円となりました。 

また、利益面におきましては、前連結会計年度に引き続き、海外生産の強化、内製化をはじめと

するいっそうの生産効率の向上、原価低減活動を積極的に進めてまいりましたが、生産コストの上

昇などにより、営業利益は前年同四半期比74.4%減の１億５千２百万円、経常利益は前年同四半期

比80.1%減の１億１千９百万円、四半期純利益は前年同四半期比88.8%減の４千８百万円となりまし

た。 

次にセグメントの業績の概況を申し上げますと、プラスチック成形事業につきましては、前述の

とおりデジタルカメラおよびビデオカメラ等のＡＶ関連部品につきましては、新機種製品の受注減

少により、売上高は、セグメント間の内部売上高を含めて前年同四半期比14.4%減の43億９千５百

万円となり、営業利益は前年同四半期比77.1%減の１億１百万円となりました。 

精密プレス部品事業につきましても、大幅な受注の増加が見込めなかったため、売上高は、セグ

メント間の内部売上高を含めて前年同四半期比2.2%減の８億１千７百万円となり、営業利益は前年

同四半期比66.6%減の４千９百万円となりました。 

プリント基板事業につきましては、受注全般の減少により、売上高は、セグメント間の内部売上

高を含めて前年同四半期比11.4%減の６千５百万円となり、営業利益は前年同四半期比54.1%減の１

百万円となりました。 

  

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（２）財政状態の分析 

当第２四半期連結会計期間末の財政状態は、流動資産につきましては、前連結会計年度末に比べ

12億５千６百万円減少し、108億１千３百万円となりました。受取手形及び売掛金が７億３千４百

万円、現金及び預金が６億６千６百万円減少したことなどによります。 

固定資産につきましては、前連結会計年度末に比べ７億２千万円減少し、81億７千万円となりま

した。有形固定資産が５億９千３百万円、投資有価証券が５千３百万円それぞれ減少したことなど

によります。この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べ19億７千７百万円減少し、189億８千

４百万円となりました。 

また、流動負債につきましては、前連結会計年度末に比べ11億５千６百万円減少し、60億３百万

円となりました。支払手形及び買掛金が３億９千５百万円、短期借入金が３億４千６百万円、及び

未払法人税等が１億４千１百万円減少したことなどによります。 

固定負債につきましては、前連結会計年度末に比べ３億５千５百万円減少し、17億４千７百万円

となりました。長期借入金が１億９千万円、退職給付引当金が１億５千６百万円減少したことなど

によります。この結果、負債の部は、前連結会計年度末に比べ15億１千２百万円減少し、77億５千

万円となりました。 

純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ４億６千５百万円減少し、112億３千３百万円

となりました。利益剰余金が２億２千３百万円増加し、為替換算調整勘定が６億１千７百万円減少

したことなどによります。 

  

（３）キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、26億

１千４百万円となり、前第２四半期連結会計期間末より６千２百万円増加いたしました。 

 当第２四半期連結会計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は次のとおりです。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結会計期間における営業活動による資金の増加は、税金等調整前四半期純利益９

千９百万円、非資金費用である減価償却費３億４千７百万円、売上債権の減少１億１千１百万円及

びたな卸資産の増加６千４百万円、法人税等の支払２千８百万円等により、営業活動全体として前

第２四半期連結会計期間と比べて収入が２億９千４百万円の減少（前年同四半期比36.4%減）とな

りました。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結会計期間における投資活動による資金の減少は、有形固定資産の取得による支

出４億２百万円等により、投資活動全体として４億３千４百万円の支出となり、前第２四半期連結

会計期間と比べて支出が２千１百万円の増加（前年同四半期比5.3%増）となりました。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期連結会計期間における財務活動による資金の減少は、短期借入金の純支出額１億４

千６百万円、長期借入金による収入６千万円、自己株式の取得による支出２千８百万円等により、

財務活動全体として前第２四半期連結会計期間と比べて支出が６千７百万円の減少（前年同四半期

比21.3%減）となりました。 

  

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期連結会計期間において、当連結会社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な

変更及び新たに生じた課題はありません。 

  

（５）研究開発活動 

該当事項はありません。 
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（６）経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し 

当社グループの取り扱い品目は、デジタルカメラ、ビデオカメラ、カーナビゲーション部品等で

あり、個人消費の動向をはじめ全般的な景気動向が、当社グループの業績に影響を与える可能性が

あります。また、当社グループ内の取引は、基本的に米ドルによる取引であるため為替の動向次第

では当社グループの業績に影響を与える可能性があります。 

当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえて、主力のＡＶ機器関連、自動車部品関

連部品を中心とした受注および収益力の拡大を図り、さらなる新事業を開拓するため、設備投資等

による新技術の開発、業務の効率化を図り、また、製造のグローバル化に対応するため海外企業間

の直接取引を拡大し、連結業績の向上に努めてまいります。 

  

（７）経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループでは、各部署からの最新の情報等を入手し、今後の事業展開の判断材料となるよう

毎週取締役及び各部署長による会議を開催しております。また、経営環境の変化に速やかに対応で

きるよう、主要な部署に取締役を配置しております。今後におきましても、取引先の要求に対し

て、高技術化、スピード化で対応できるよう、当社グループ全体で機敏な営業展開に努めるととも

に、積極的に新規分野への進出を視野に入れ事業活動を展開してまいります。 

－8－



当第２四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

  

当第２四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

(2) 設備の新設、除却等の計画
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成22年９月30日)

提出日現在
発行数(株) 

(平成22年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,739,548 7,739,548
大阪証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株でありま
す。

計 7,739,548 7,739,548 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】
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(注) １ 上記のほか当社所有の自己株式376千株（4.87％）があります。 

２ 上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

 
３ 次の法人から、大量保有報告書の変更報告書の提出があり（報告義務発生日 平成19年６月15日）、次のと

おり株式を保有している旨報告を受けておりますが、当社として当第２四半期会計期間末における所有株式

数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含めておりません。 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式 
総数増減数 

(株)

発行済株式
総数残高 
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金 
増減額 
(千円)

資本準備金
残高 
(千円)

平成22年９月30日 ― 7,739,548 ― 2,188,960 ― 2,235,713

(6) 【大株主の状況】

平成22年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

武藤 昭三 大津市 448 5.80

竹田 和平 名古屋市天白区 380 4.91

株式会社大垣共立銀行 大垣市郭町３丁目98番地 328 4.25

ムトー精工従業員持株会 各務原市鵜沼川崎町１丁目60番地の１ 313 4.05

株式会社十六銀行 岐阜市神田町８丁目26番地 270 3.50

名古屋中小企業投資育成株式会社 名古屋市中村区名駅南１丁目16－30 247 3.20

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７番１号 220 2.84

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社

東京都中央区晴海１丁目８番11号 219 2.83

船橋 和夫 日立市 204 2.64

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社

東京都港区浜松町２丁目11番３号 184 2.39

計 ― 2,817 36.40

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社 219千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社 184千株

氏名又は名称 住所
所有株式数 
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

ＪＰモルガン・アセット・マネジ
メント株式会社

東京都千代田区丸の内２丁目７番３号 245 3.17
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平成22年９月30日現在 

   

平成22年９月30日現在 

 
  

  

 
(注) 最高・最低株価は、大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)におけるものであります。 

なお、大阪証券取引所(ＪＡＳＤＡＱ市場)は、同取引所ヘラクレス市場及びＮＥＯ市場とともに、新たに開設

された同取引所ＪＡＳＤＡＱに統合されており、平成22年10月12日付で大阪証券取引所ＪＡＳＤＡＱ(スタンダ

ード)に上場となっております。 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。 

  

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等) (自己保有株式)
普通株式 376,800

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 7,352,600 73,526 ―

単元未満株式 普通株式 10,148 ― ―

発行済株式総数 7,739,548 ― ―

総株主の議決権 ― 73,526 ―

② 【自己株式等】

所有者の氏名 
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数 

(株)

他人名義
所有株式数 

(株)

所有株式数 
の合計 
(株)

発行済株式総数
に対する所有 

株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
ムトー精工株式会社

岐阜県各務原市鵜沼
川崎町１丁目60番地の１

376,800 ― 376,800 4.87

計 ― 376,800 ― 376,800 4.87

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年 
４月 ５月

 
６月 ７月 ８月 ９月

最高(円) 1,154 1,140 955 947 944 898

最低(円) 1,000 900 875 870 830 830

３ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成

19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結

累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、

当第２四半期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間

(平成22年４月１日から平成22年９月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成して

おります。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第２四半期連結会計期間(平成21年７月

１日から平成21年９月30日まで)及び前第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日

まで)に係る四半期連結財務諸表については、あずさ監査法人により四半期レビューを受け、当第２四半

期連結会計期間(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び当第２四半期連結累計期間(平成22年

４月１日から平成22年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人に

より四半期レビューを受けております。 

なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ

監査法人となりました。 

  

第５ 【経理の状況】

１  四半期連結財務諸表の作成方法について

２  監査証明について
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,920,449 3,587,069

受取手形及び売掛金 5,104,357 5,838,848

商品及び製品 515,490 546,201

仕掛品 647,823 625,788

原材料及び貯蔵品 1,052,935 969,644

未収入金 268,253 272,343

繰延税金資産 132,356 102,943

その他 172,851 128,438

貸倒引当金 △626 △736

流動資産合計 10,813,890 12,070,541

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 2,553,083 2,553,531

機械装置及び運搬具（純額） 2,827,214 3,120,999

土地 1,298,379 1,298,379

建設仮勘定 152,699 270,323

その他（純額） 656,726 838,808

有形固定資産合計 ※1 7,488,103 ※1 8,082,042

無形固定資産 247,750 258,145

投資その他の資産

投資有価証券 316,208 369,878

繰延税金資産 61,709 121,320

その他 76,294 79,505

貸倒引当金 △19,460 △19,460

投資その他の資産合計 434,752 551,245

固定資産合計 8,170,606 8,891,432

資産合計 18,984,497 20,961,974
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(単位：千円)

当第２四半期連結会計期間末
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 3,318,209 3,713,666

短期借入金 710,949 1,057,833

1年内返済予定の長期借入金 891,756 796,856

未払法人税等 126,184 267,345

賞与引当金 161,754 221,442

その他 794,185 1,102,636

流動負債合計 6,003,040 7,159,781

固定負債

長期借入金 1,221,364 1,411,730

繰延税金負債 127 1,754

退職給付引当金 265,259 421,950

役員退職慰労引当金 166,284 160,230

負ののれん ※3 73,302 ※3 93,989

その他 21,209 13,361

固定負債合計 1,747,547 2,103,016

負債合計 7,750,588 9,262,797

純資産の部

株主資本

資本金 2,188,960 2,188,960

資本剰余金 2,235,713 2,235,713

利益剰余金 8,838,525 8,614,557

自己株式 △283,459 △254,917

株主資本合計 12,979,739 12,784,312

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △22,064 9,751

為替換算調整勘定 △2,284,549 △1,667,446

評価・換算差額等合計 △2,306,613 △1,657,694

少数株主持分 560,783 572,558

純資産合計 11,233,908 11,699,176

負債純資産合計 18,984,497 20,961,974
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(2) 【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

売上高 11,040,265 10,372,762

売上原価 8,838,490 8,485,591

売上総利益 2,201,775 1,887,171

販売費及び一般管理費 ※1 1,262,621 ※1 1,426,246

営業利益 939,153 460,924

営業外収益

受取利息 5,884 6,747

受取配当金 2,320 2,579

負ののれん償却額 28,182 28,182

その他 35,698 40,782

営業外収益合計 72,085 78,292

営業外費用

支払利息 22,911 16,530

為替差損 24,845 139,681

その他 324 184

営業外費用合計 48,082 156,397

経常利益 963,156 382,819

特別利益

固定資産売却益 524 267

貸倒引当金戻入額 － 109

退職給付制度改定益 － 169,480

特別利益合計 524 169,858

特別損失

固定資産売却損 120 －

固定資産除却損 3,657 3,649

投資有価証券評価損 237 19,531

ゴルフ会員権評価損 － 2,000

特別損失合計 4,016 25,180

税金等調整前四半期純利益 959,664 527,496

法人税等 260,184 150,437

少数株主損益調整前四半期純利益 － 377,058

少数株主利益 32,836 38,458

四半期純利益 666,643 338,600
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【第２四半期連結会計期間】

(単位：千円)

前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
至 平成22年９月30日)

売上高 5,994,370 5,199,948

売上原価 4,783,572 4,361,683

売上総利益 1,210,798 838,264

販売費及び一般管理費 ※1 616,934 ※1 686,074

営業利益 593,863 152,190

営業外収益

受取利息 2,601 3,851

受取配当金 24 26

負ののれん償却額 14,091 14,091

その他 20,134 21,587

営業外収益合計 36,851 39,556

営業外費用

支払利息 10,992 8,299

為替差損 19,318 63,557

その他 183 184

営業外費用合計 30,494 72,041

経常利益 600,220 119,705

特別利益

固定資産売却益 △10 △5

貸倒引当金戻入額 － 109

退職給付制度改定益 － －

特別利益合計 △10 104

特別損失

固定資産売却損 120 －

固定資産除却損 1,981 3,115

投資有価証券評価損 237 15,030

ゴルフ会員権評価損 － 2,000

特別損失合計 2,340 20,145

税金等調整前四半期純利益 597,869 99,664

法人税等 138,419 30,638

少数株主損益調整前四半期純利益 － 69,026

少数株主利益 22,066 20,122

四半期純利益 437,384 48,903
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)

前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
至 平成22年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 959,664 527,496

減価償却費 765,484 726,445

のれん償却額 7,495 7,540

負ののれん償却額 △28,182 △28,182

退職給付引当金の増減額（△は減少） △9,128 △149,801

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △10,404 6,053

賞与引当金の増減額（△は減少） 16,257 △56,967

貸倒引当金の増減額（△は減少） － △109

受取利息及び受取配当金 △8,204 △9,327

支払利息 22,911 16,530

投資有価証券評価損益（△は益） 237 19,531

ゴルフ会員権評価損 － 2,000

有形固定資産売却損益（△は益） △403 △267

有形固定資産除却損 3,657 3,649

売上債権の増減額（△は増加） △727,950 514,438

たな卸資産の増減額（△は増加） 38,034 △186,579

仕入債務の増減額（△は減少） 1,303,178 △266,161

未払消費税等の増減額（△は減少） 24,973 △59,985

その他 △91,214 105,274

小計 2,266,407 1,171,578

利息及び配当金の受取額 8,463 9,437

利息の支払額 △20,949 △13,981

法人税等の支払額 △419,049 △261,713

特別退職金の支払額 △7,345 －

移転費用の支払額 △15,936 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,811,590 905,319

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △340,055 △354,268

定期預金の払戻による収入 348,619 423,766

有形固定資産の取得による支出 △587,387 △839,024

有形固定資産の売却による収入 2,279 267

無形固定資産の取得による支出 △11,225 △4,888

投資有価証券の取得による支出 △5,600 △646

その他 43 △1,727

投資活動によるキャッシュ・フロー △593,326 △776,522

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △123,244 △320,787

長期借入れによる収入 － 201,750

長期借入金の返済による支出 △710,278 △273,612

自己株式の取得による支出 △50,068 △28,541

配当金の支払額 △93,433 △114,632

少数株主への配当金の支払額 △18,634 －

その他 △2,728 △3,026

財務活動によるキャッシュ・フロー △998,389 △538,849

現金及び現金同等物に係る換算差額 △131,467 △187,070

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 88,407 △597,122

現金及び現金同等物の期首残高 2,463,705 3,211,515

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 2,552,112 ※ 2,614,392
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当第２四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年９月30日） 

該当事項はありません。 

  

  

 
  

  

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 
  至 平成22年９月30日)

会計方針の変更

（資産除去債務に関する会計基準等の適用）

第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31

日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）を

適用しております。

この結果、従来の方法によった場合に比べて、売上総利益、営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利

益に与える影響はありません。

【表示方法の変更】

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日 
  至 平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用に伴い、当第２四半期連結累計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日 
  至 平成22年９月30日)

（四半期連結損益計算書関係）

「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づき財務諸表等規則等の

一部を改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用に伴い、当第２四半期連結会計期間で

は、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。

【簡便な会計処理】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日  
  至 平成22年９月30日)

（税金費用の計算）

海外連結子会社についての税金費用の計算については、当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会

計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用し

ております。 

 なお、法人税等調整額は、法人税等に含めて表示しております。

【追加情報】

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日  
  至 平成22年９月30日)

（退職給付引当金）

当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、平成22年４月１日付で退職一時金制度及び適格退職年金制度につ

いて規約型確定給付企業年金制度へ移行し、「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用

指針第１号）を適用しております。 

 本移行により、当第２四半期連結累計期間において、特別利益として169,480千円を計上しております。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

当第２四半期連結会計期間末 
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

※１ 有形固定資産の取得原価から控除した減価償却累

計額は、10,907,687千円であります。

※１ 有形固定資産の取得原価から控除した減価償却累

計額は、10,565,538千円であります。

 ２ 受取手形裏書譲渡高は、41,629千円であります。  ２ 受取手形裏書譲渡高は、53,377千円であります。

※３ のれん及び負ののれんは、相殺表示しておりま

す。相殺前の金額は次のとおりであります。

負ののれん 84,546千円

のれん 11,243千円

差引 73,302千円

※３ のれん及び負ののれんは、相殺表示しておりま

す。相殺前の金額は次のとおりであります。

負ののれん 112,728千円

のれん 18,739千円

差引 93,989千円

(四半期連結損益計算書関係)

第２四半期連結累計期間

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日  
  至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日  
  至 平成22年９月30日)

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

発送運賃 279,012千円

報酬及び給与 375,728千円

賞与引当金繰入額 43,413千円

退職給付費用 2,262千円

役員退職慰労引当金繰入額 11,809千円

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

発送運賃 430,079千円

報酬及び給与 368,140千円

賞与引当金繰入額 36,790千円

退職給付費用 18,710千円

役員退職慰労引当金繰入額 6,053千円

第２四半期連結会計期間

前第２四半期連結会計期間 
(自 平成21年７月１日  
  至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間 
(自 平成22年７月１日  
  至 平成22年９月30日)

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

発送運賃 148,707千円

報酬及び給与 167,123千円

賞与引当金繰入額 33,511千円

退職給付費用 △4,563千円

役員退職慰労引当金繰入額 3,026千円

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの

発送運賃 203,021千円

報酬及び給与 184,603千円

賞与引当金繰入額 12,206千円

退職給付費用 11,137千円

役員退職慰労引当金繰入額 3,026千円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日  
  至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日  
  至 平成22年９月30日)

 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,932,613千円

預入期間が３か月超の定期預金 △380,500千円

現金及び現金同等物 2,552,112千円
 

※ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 2,920,449千円

預入期間が３か月超の定期預金 △306,056千円

現金及び現金同等物 2,614,392千円
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当第２四半期連結会計期間末(平成22年９月30日）及び当第２四半期連結累計期間(自 平成22年４月１日

至 平成22年９月30日) 

１ 発行済株式の種類及び総数 

 
  

２ 自己株式の種類及び総数 

 
  

３ 新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

  

４ 配当に関する事項 

 (1) 配当金支払額 

 
  

(2) 基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会

計期間の末日後となるもの 

(株主資本等関係)

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 7,739,548

株式の種類
当第２四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 376,833

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月25日 
定時株主総会

普通株式 114,632 15.50 平成22年３月31日 平成22年６月28日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月５日 
取締役会

普通株式 73,627 10.00 平成22年９月30日 平成22年12月２日 利益剰余金
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前第２四半期連結会計期間(自 平成21年７月１日 至 平成21年９月30日) 

（単位：千円） 

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。  

２ 各区分の主な製品 

 (1) プラスチック成形事業……プラスチック成形部品及び金型 

 (2) 精密プレス部品事業………精密プレス部品及び金型 

 (3) プリント基板事業…………プリント基板 

  

前第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日) 

（単位：千円） 

 
(注) １ 事業の区分は、内部管理上採用している区分によっております。  

２ 各区分の主な製品 

 (1) プラスチック成形事業……プラスチック成形部品及び金型 

 (2) 精密プレス部品事業………精密プレス部品及び金型 

 (3) プリント基板事業…………プリント基板 

  

(セグメント情報等)

【事業の種類別セグメント情報】

プラスチック
成形事業

精密プレス
部品事業

プリント基板
事業

計 消去又は全社 連結

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

5,129,529 792,985 71,854 5,994,370 ― 5,994,370

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

6,167 42,855 1,590 50,613 (50,613) ―

計 5,135,697 835,841 73,444 6,044,983 (50,613) 5,994,370

  営業利益 443,812 147,278 2,773 593,863 ― 593,863

プラスチック
成形事業

精密プレス
部品事業

プリント基板
事業

計 消去又は全社 連結

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

9,474,798 1,429,995 135,471 11,040,265 ― 11,040,265

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

12,172 76,507 3,180 91,859 (91,859) ―

計 9,486,971 1,506,502 138,651 11,132,125 (91,859) 11,040,265

  営業利益又は 
  営業損失(△)

734,247 210,772 △5,867 939,153 ― 939,153
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前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日) 

（単位：千円） 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域 

  アジア地域……ベトナム国、シンガポール国、中華人民共和国、マレーシア国 

  

前第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日) 

（単位：千円） 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域 

  アジア地域……ベトナム国、シンガポール国、中華人民共和国、マレーシア国 

  

【所在地別セグメント情報】

日本 アジア地域 計 消去又は全社 連結

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

4,337,525 1,656,844 5,994,370 ― 5,994,370

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

87,577 425,735 513,312 (513,312) ―

計 4,425,103 2,082,580 6,507,683 (513,312) 5,994,370

  営業利益 352,779 224,551 577,330 16,532 593,863

日本 アジア地域 計 消去又は全社 連結

  売上高

 (1) 外部顧客に 
   対する売上高

8,216,088 2,824,177 11,040,265 ― 11,040,265

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

152,270 1,014,575 1,166,845 (1,166,845) ―

計 8,368,358 3,838,752 12,207,111 (1,166,845) 11,040,265

  営業利益 480,584 473,511 954,095 (14,941) 939,153
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前第２四半期連結会計期間(自  平成21年７月１日  至  平成21年９月30日) 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域 

 (1) アジア地域………東南アジア及び東アジア諸国 

 (2) その他の地域……ヨーロッパ諸国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

前第２四半期連結累計期間(自 平成21年４月１日 至 平成21年９月30日) 

 
(注) １ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本国以外の区分に属する主な国又は地域 

 (1) アジア地域………東南アジア及び東アジア諸国 

 (2) その他の地域……ヨーロッパ諸国 

３ 海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

【海外売上高】

アジア地域 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 1,611,833 △770 1,611,062

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― 5,994,370

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

26.9 △0.0 26.9

アジア地域 その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高(千円) 2,731,241 41,840 2,773,081

Ⅱ 連結売上高(千円) ― ― 11,040,265

Ⅲ 連結売上高に占める 
  海外売上高の割合(％)

24.7 0.4 25.1
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(追加情報) 

第１四半期連結会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」(企業会計基準第17号  平

成21年３月27日)及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第

20号  平成20年３月21日)を適用しております。 

  

１  報告セグメントの概要 

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、

経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものでありま

す。 

 当社は、プラスチック成形事業、精密プレス部品事業及びプリント基板事業の３つの事業ユニットを基

本にして組織が構成されており、各事業ユニット単位で、日本及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活

動を展開しております。 

 従って、当社は、「プラスチック成形事業」、「精密プレス部品事業」及び「プリント基板事業」の３

つを報告セグメントとしております。 

 「プラスチック成形事業」は、プラスチック成形用金型及びプラスチック精密部品の製造・販売、各種

設計業務並びに技術支援等のサービス業務を、「精密プレス部品事業」は、音響機器、映像機器、光学機

器、コンピュータ関連機器等の精密プレス部品の製造・販売を、「プリント基板事業」は、プリント配線

基板の設計・検査・販売を行っております。 

  

２  報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

当第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日) 

（単位：千円） 

 
(注) セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

当第２四半期連結会計期間(自  平成22年７月１日  至  平成22年９月30日) 

（単位：千円） 

 
(注) セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

【セグメント情報】

報告セグメント
調整額

四半期連結
損益計算書
計上額

プラスチック 
成形事業

精密プレス
部品事業

プリント基板
事業

計

  売上高

 (1) 外部顧客への売上高 8,775,583 1,483,397 113,781 10,372,762 ― 10,372,762

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

54,936 65,615 3,180 123,731 △123,731 ―

計 8,830,519 1,549,013 116,961 10,496,494 △123,731 10,372,762

セグメント利益又は損失(△) 382,948 90,416 △12,440 460,924 ― 460,924

報告セグメント
調整額

四半期連結
損益計算書
計上額

プラスチック 
成形事業

精密プレス
部品事業

プリント基板
事業

計

  売上高

 (1) 外部顧客への売上高 4,355,985 780,468 63,494 5,199,948 ― 5,199,948

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高

39,033 36,812 1,590 77,436 △77,436 ―

計 4,395,019 817,280 65,084 5,277,384 △77,436 5,199,948

セグメント利益 101,706 49,210 1,272 152,190 ― 152,190
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１．１株当たり純資産額 

 
  
(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎 

   

(１株当たり情報)

当第２四半期連結会計期間末 
(平成22年９月30日)

前連結会計年度末 
(平成22年３月31日)

1,449円62銭 1,504円49銭

項目
当第２四半期連結会計年度末

(平成22年９月30日)
前連結会計年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額（千円） 11,233,908 11,699,176

普通株式に係る純資産額（千円） 10,673,125 11,126,617

差額の主な内訳（千円） 

 少数株主持分

 

560,783

  

572,558

普通株式の発行済株式数（株） 7,739,548 7,739,548

普通株式の自己株式数（株） 376,833 343,928

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式

の数（株）
7,362,715 7,395,620
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２．１株当たり四半期純利益金額等 

  

第２四半期連結累計期間 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

 
  

第２四半期連結会計期間 

  

 
(注) １ 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎 

 
  

（重要な後発事象） 

該当事項はありません。 

  

第51期（平成22年４月１日から平成23年３月31日まで）中間配当については、平成22年11月５日開催の

取締役会において、平成22年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を

行うことを決議いたしました。 

前第２四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日  
  至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日  
  至 平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 89円72銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―

１株当たり四半期純利益金額 45円84銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ―

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日  
  至 平成21年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日  
  至 平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 666,643 338,600

普通株式に係る四半期純利益(千円) 666,643 338,600

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 7,430,086 7,387,033

前第２四半期連結会計期間
(自  平成21年７月１日
至  平成21年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自 平成22年７月１日
至 平成22年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 59円09銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─円

１株当たり四半期純利益金額 6円62銭

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 ─円

項目
前第２四半期連結会計期間
(自 平成21年７月１日
至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結会計期間
(自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純利益(千円) 437,384 48,903

普通株式に係る四半期純利益(千円) 437,384 48,903

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 7,401,603 7,378,465

２ 【その他】

① 配当金の総額 73,627千円

② １株当たりの金額 10円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成22年12月２日
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該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成21年11月13日

ムトー精工株式会社 

取締役会 御中 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているム

トー精工株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成21年７月１日から平成21年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ムトー精工株式会社及び連結子会社の平成

21年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

独立監査人の四半期レビュー報告書

あ ず さ 監 査 法 人

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   堀   幸 造  ㊞

指定社員 
業務執行社員

公認会計士   桑 原 雅 行  ㊞

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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平成22年11月10日

ムトー精工株式会社 

取締役会  御中 

  
 

  
 

  
 

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているム

トー精工株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間

(平成22年７月１日から平成22年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成22年４月１日から平成22

年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及

び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明すること

にある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビ

ューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公

正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行

われた。 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ムトー精工株式会社及び連結子会社の平成

22年９月30日現在の財政状態、同日をもって終了する第２四半期連結会計期間及び第２四半期連結累計期間

の経営成績並びに第２四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせ

る事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

  

以  上 

  

 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士    堀   幸 造

指定有限責任社員 
業務執行社員

公認会計士    桑 原 雅 行

(注) １  上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２  四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 東海財務局長

【提出日】 平成22年11月10日

【会社名】 ムトー精工株式会社

【英訳名】 MUTO SEIKO CO.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  田 中   肇

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 岐阜県各務原市鵜沼川崎町一丁目60番地の１

【縦覧に供する場所】 株式会社大阪証券取引所

 (大阪市中央区北浜一丁目８番16号)



当社代表取締役社長田中 肇は、当社の第51期第２四半期(自 平成22年７月１日 至 平成22年９月

30日)の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしま

した。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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